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モザンビーク南部イニャンバネ内陸部の調査地の農村にて。暖流の流れるイン
ド洋沿岸国とはいえ、内陸に 100 キロ入れば乾季の早朝は肌寒い。朝一番に
起こされたかまどの火の周りに、子ども達が暖をとる。（2008 年　網中昭世撮影）

ジェンダーで見るIDE（アジ研）
　アジ研の管理職、役員の女性比率は、独立行政法人や国立大学の平均を大きく上回る。
　アジ研でも、かつては明らかな男女差別があったが、早い時期から問題解決に取り組んでき
た。現在、ジェンダー関連の研究会は毎年実施されている。

アジ研のジェンダー関連近刊書

（注） 1）職員は常勤職員（職員、任期付研究員、常勤嘱託員）のみ。
　　 2）独立行政法人等（独立行政法人、特殊法人および認可法人）の平均は、
　　　　2017 年 4 月 1日現在の数値。
　　 3）国立大学については、2017 年 5 月 1日現在の社会科学分野の女性教員比率
　　　   および同女性教授比率を研究職比率、研究職管理職比率として比較。
（出所）内閣府男女共同参画局「独立行政法人等における女性登用状況等『見える化』

。）lmth.oppod/akureim/ycilop/pj.og.redneg.www//:ptth（ 」トイサ  　　　
 　　　 国立大学協会「国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第 14 回
　　　  追跡調査報告書」2017 年。

アジ研、独立行政法人、国立大学の女性比率
（2018 年 10 月 1日現在）

森 壮也編『途上国の障害女性・障害児の貧困削減
――数的データによる確認と実証分析――』
（研究双書、No.636、2018 年 3 月）

村上 薫編『不妊治療の時代の中東
――家族をつくる、家族を生きる――』
（アジ研選書、No.49、2018 年３月）

アジ研ジェンダー関連略史
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女性研究者の海外長期派遣第 1号
（赴任先はインド・ニューデリー）
2年間の海外派遣制度は 1960 年に開始

アジ研のジェンダー関連書籍第 1号
森 健・水野順子編『開発政策と女子労働』
（経済協力シリーズ、No.120）刊行

研究センターに
「ジェンダー・社会開発研究グループ」
（課に相当）誕生

女性の部長職誕生

1975 年 女性研究者の子連れ海外派遣第 1号
（赴任先はビルマ [ 当時 ]）

1964 年

1961 年

1959 年

1958 年 アジ研が財団法人、1960 年に特殊法人
として誕生

女性職員によるお茶くみ、反対運動により
廃止

女性職員結婚退職内規の廃止

賃金格付け上の男女差別撤廃
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